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外国への提供・持出しを行う技術・物品
※１　以下，太枠内について記入してください。
	記入日
	
	令和　　年　　月　　日
	
	部局等確認欄

	記入者
	所属
	
	
	該非確認責任者
	部局担当者

	
	役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
	
	
	

	
	E-mail
内線（なければ外線）
	
	
	
	

	（学生・学外者の場合）
当該者の所属
当該者の氏名
	

	仕向国の国名
	

	相手先の名称
	

	提供・輸出予定日
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日


	
	技術・物品の名称
（品番・型番もあれば明記してください）
	注

	A.物
品
	A-①第三者から提供された物品
又は第三者と共有する物品

	
	※２

	
	A-②他大学・企業等からの転入時に
持ち込んだ物品

	
	

	
	A-③「輸出令別表第一」第１項～第１５項に
該当する物品（リスト規制該当物品）

	
	※３

	
	A-④「輸出令別表第一」第１６項に該当する物品
　　（キャッチオール規制該当物品）

	
	

	
	A-⑤リスト規制非該当物品

	
	※４

	B.技
術
	B-①第三者から提供された技術
又は第三者と共有する技術

	
	※２

	
	B-②他大学・企業等からの転入時に
持ち込んだ技術

	
	

	
	B-③「外為令別表」第１項～第１５項に
該当する技術（リスト規制該当技術）

	
	※３

	
	B-④「外為令別表」第１６項に該当する技術
　　（キャッチオール規制該当技術）

	
	


※２　秘密情報管理体制のチェックのため，詳細を報告いただく場合があります。
※３　経済産業省への取引許可申請を要することがあります（申請手続きは産学官連携リスクマネジメント室で行います）。
※４　出国・発送の際などに使用できる「非該当証明書」を発行するための項目ですので，ノートパソコンや日用品などは記入しないでください。また，すでにメーカから非該当証明書が発行されている物品についても，記入の必要はありません。
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